
長長野野県県市市町町村村合合併併支支援援ププラランン  

                             

 

平成 15 年 1 月 9 日策定  

平成 17 年 2 月 22 日改正  

 

 

 

第第１１  趣趣旨旨   

 

  市町村合併は、地域の将来のあり方を決める極めて重要な課題であり、慎重に

検討されるべきものです。検討に当たっては、単に行財政の効率化のみを狙いと

して合併を議論するのではなく、合併のプラス面、マイナス面をはじめ、現在の

財政状況や合併後の中長期的な財政予測、合併後のサービス・負担の水準、合併

により目指す地域の将来像など、住民が判断に必要となるあらゆる情報を提供す

ることが重要です。  

  また、合併後のまちづくりについても、箱物などのハード整備中心の考え方か

らソフト重視の考え方に比重を移し、地域の特色や活力を維持していくために必

要なソフト施策のあり方などについて、具体的な検討を十分に行う必要がありま

す。  

こうした議論・検討を尽くし、最終的に住民の意向を確認し、それを踏まえて

自主的な合併を進めていく市町村については、県としてもその取組を尊重し、必

要な支援に努めていきます。  

   現在、合併論議が一般論から個別具体的な検討段階に進んでいる市町村が増加

していることを踏まえ、今回市町村合併への取り組みに対する県としての支援策

を示すことにしました。  

 

 

第第２２  対対象象地地域域   

  

   市町村合併重点支援地域に指定した市町村及び合併した市町村  
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第第３３  支支援援内内容容   

 

  １ 市町村への情報提供・助言  

  （１）市町村建設計画・財政計画の作成支援  

      合併後のまちづくりのマスタープランである市町村建設計画の作成や合

併市町村の財政計画の作成について、必要な情報提供や助言を行います。 

  （２）第三セクター等の経営合理化等に対する相談  

      合併の障害となりうる第三セクター等の経営改善や合理化策について、

市町村からの相談に応じ、関係各課がチームを編成し、情報提供や助言を

行います。  

（３）合併協議会実務連絡会議の開催   

      法定及び任意の合併協議会事務局どうしの意見交換の場を設置し、合併

協議会が円滑に運営できるように努めます。  

 

  ２ 人的支援  

  （１）合併協議会への県職員の参加  

      法定又は任意の合併協議会が設置された場合、合併関係市町村からの要

請に応じ、オブザーバーとして県職員が参加します。  

（２）県と市町村の職員の相互交流と人材育成  

新たな「県と市町村の人事交流制度」を活かし、県と市町村の職員の多

様な交流を進める中で、必要に応じ合併協議会の設置、市制移行による事

務移譲等にも対応します。また併せて、県・市町村相互の人材育成を図り

ます。  

 

  ３ 行財政に関する支援  

  （１）市となるべき要件及び町となるべき要件の見直し  

      社会経済情勢の変化を踏まえ、市となるために普通公共団体が備えるべ

き要件（法定要件を除く。）及び町となるために普通地方公共団体が備え

るべき要件を見直します。  

（２）分権型合併を検討する市町村への協力  

    分権型合併の仕組みづくりについて具体的に検討する市町村の要請に応

じて、当該研究に協力します。この研究の状況・結果は逐次各地域に情報

提供を行います。  
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（３）一部事務組合等の再編支援  

    合併に伴う一部事務組合等の再編が円滑に行われるよう、適切な助言を

行います。  

  （４）条例・規則等の整備支援  

      合併に伴う条例・規則等の整備が円滑に行われるよう、適切な助言を行

います。  

  （５）公共的団体の統合等に関する相談  

      合併に伴い、社会福祉協議会、商工会議所、商工会などの公共的な団体

が統合を行う場合には、必要な助言や情報提供を行います。  

  （６）市町村合併特例交付金によるまちづくり支援（平成 17 年 3 月 31 日までに

合併申請した市町村に限る。）  

      まちづくりを行うに当たり、合併にともない懸念される事項の解消に資

する事業に対して、交付金を交付します。この場合、地域の特色や活力を

維持していくために必要なソフト施策をできるだけ優先します。  

      

  ４ 権限移譲  

    地方分権を推進し、合併市町村が担いうる状況に応じて、主体的・自立的な

地域づくりに取り組めるよう、合併市町村の意向を踏まえて協議を行い、県か

らの権限移譲を積極的に推進します。  

 なお、権限移譲に当たっては、移譲を受けた合併市町村が支障なく当該事務

の処理に取り組めるよう、県としても必要な体制整備等について、助言や協力

を行います。  

 

  ５ 国の市町村合併支援プランの活用  

    国の市町村合併支援プランを有効に活用できるよう専門的・技術的な助言を

行うとともに、国等関係機関との連携により円滑な事業実施が図られるよう努

めます。  

 

  ６ その他  

  （１）県が設定する圏域、現地機関の所管区域及び高校の通学区域等の見直し    

      市町村の合併が、県が策定する各種計画における圏域や現地機関の所管

区域あるいは県立高等学校の通学区域等を越えて行われる場合には、その

区域の見直しを検討するとともに、適切な措置を講じます。  
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  （２）各種計画策定等に対する支援  

       合併に伴い、合併市町村が介護保険事業計画などの各種計画の策定・見

直しを行う場合には、必要な助言や情報提供を行います。  

 

 

第第４４  支支援援体体制制   

  

    各部局・現地機関の連携を図り、市町村合併を進める上で必要となるさまざ

まな情報を幅広く提供するとともに、相談や要請に応じます。このために市町

村課まちづくり支援室を総合窓口にするとともに、各部局や現地機関に相談窓

口を設けます。（別記）  

 

 

第第５５  今今後後のの取取組組   

  

   今後とも、自主的な合併を進める市町村の要望や各種制度変更等を踏まえな

がら、必要に応じて支援内容について検討するとともに、きめ細かな対応に努

めます。  

    また、市町村建設計画に位置付けられた県事業については、計画的な実施に

努め、合併市町村のまちづくりを支援します。  
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（別記）  

 市市町町村村合合併併相相談談窓窓口口   

   【総合窓口】総務部市町村課まちづくり支援室  
 電話０２６－２３５－７１３９（直通）  

                  ０２６－２３２－０１１１（代表）  
                  （内線 ２１２６、２１２７）                   

FAX０２６－２３２－２５５７  
              Email:machizukuri@pref.nagano.jp 
 
      【各部局の相談窓口】  

部 局 名  担 当 窓 口 連 絡 先

危 機 管 理 室  危 機 管 理 ・ 消 防 防 災 課 電話０２６－２３５－７１８２（直通）

企 画 局  ユ マ ニ テ ・ 人 間 尊 重 課 電話０２６－２３５－７０１１（直通）

社 会 部  厚 生 課 電話０２６－２３５－７０９３（直通）

衛 生 部  医 務 課 電話０２６－２３５－７１４２（直通）

生 活 環 境 部  地 球 環 境 課 電話０２６－２３５－７１６９（直通）

商 工 部  産 業 政 策 課 電話０２６－２３５－７１９２（直通）

農 政 部  農 政 課 電話０２６－２３５－７２１３（直通）

林 務 部  林 政 課 電話０２６－２３５－７２６２（直通）

土 木 部  監 理 課 技 術 管 理 室 電話０２６－２３５－７２９４（直通）

住 宅 部  建 築 管 理 課 電話０２６－２３５－７３３２（直通）

教育委員会事務局  教 育 振 興 課 電話０２６－２３５－７４２３（直通）

    
【現地機関の相談窓口】  

地 方 事 務 所 名  担 当 窓 口 連 絡 先

佐 久 地 方 事 務 所  総 務 課 電話０２６７－６３－３１３２（直通）

上 小 地 方 事 務 所  総 務 課 電話０２６８－２５－７１１２（直通）

諏 訪 地 方 事 務 所  総 務 課 電話０２６６－５７－２９０１（直通）

上 伊 那 地 方 事 務 所  総 務 課 電話０２６５－７６－６８０１（直通）

下 伊 那 地 方 事 務 所  総 務 課 電話０２６５－５３－０４０１（直通）

木 曽 地 方 事 務 所  総 務 課 電話０２６４－２５－２２１２（直通）

松 本 地 方 事 務 所  総 務 課 電話０２６３－４０－１９０２（直通）

北 安 曇 地 方 事 務 所  総 務 課 電話０２６１－２３－６５０１（直通）

長 野 地 方 事 務 所  総 務 課 電話０２６－２３４－９５０１（直通）

北 信 地 方 事 務 所  総 務 課 電話０２６９－２３－０２０１（直通）

 


